
■元方事業者・関係請負人それぞれ役割に応じたリスクアセスメントの実施の徹底
■墜落・転落災害防止対策の徹底
　（足場に係る改正労働安全衛生規則の順守、足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱の
　徹底、足場の設置が困難な屋根上作業での墜落防止対策の徹 底、ハーネス型安全帯の普及促進）
■「安全の見える化」の積極的な取組による、労働者の安全意識の向上、安全活動の活性化の徹底
■建設資材等のトラック積込み、積卸し時における荷台からの墜落・転落災害防止の徹底
■熱中症予防対策の徹底
■解体・改修工事等における石綿ばく露防止対策の徹底

平成 29年版 ( 平成 28 年労働災害のとりまとめ）

神奈川県下における
建設業労働災害の現状と対策

誰もが安心して健康に働くことができる社会を実現するために！
（第 12次労働災害防止計画スローガン）

神奈川労働局労働基準部

建設業における災害防止のポイント
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１　労働災害の推移
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53年
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比率（％）
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建設業
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年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

比率（％）

全産業

図 労働災害による死亡者数の年次別推移

図 死傷者数の年次別推移

建設業

建設業の死傷者数は図 のとおり長期的には減少傾向にあって、平成 年以降連続して減少し、平成 年は過去最少

の 人となっていたが、平成 年は過去 番目に少なかったものの死傷者数は 人、全産業に占める比率は ％に増

加した。

全産業

% 
 

人 

人 

建設業の死亡者数は図１のとおり、昭和 年から昭和 年まで減少傾向にあったが、その後横ばいの状態となった。平
成 年に初めて 人を下回り、平成 年まで増減を繰り返していたが、平成 年以降減少し、平成 年は過去最少の 人
となった。

％ 

% 
 

人 
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２　工事種別の災害発生状況

死亡災害工事種別

土木工事業
建築工事業

死亡者
人

全産業

図 平成 年 建設業･工事種別の死傷者

図 平成 年 建設業･工事種別の死亡者 （参考） 平成 年 全産業･業種別の死亡者

（参考） 平成 年 全産業･業種別の死傷者

工事種別の死亡者数は、図 のとおり建築工事業 木造家屋建築工事業を除く が 人 、土木工事業が 人 ）、木

造家屋建築工事業が 人（ ％）であった。

工事種別の死傷者数においても図 のとおり建築工事業（木造家屋建築工事業を除く）が 人と最も多く建設業全体の

％を占め、次いで土木工事業の 人（ ％）、木造家屋建築工事業が 人（ ％）、その他の建設業 人（ ％）の

順であった。この内訳の比率は平成 年とほぼ同じであった。

建設業 
9人 (32.1%) 

製造業 
3人 (10.7%) 陸上貨物

運送業  
4人(14.3%) 

商業3人 
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2人(7.1%) 

港湾荷役
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製造業 
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(12.4%) 
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1083人
(16.4%) 陸上貨物運

送業 859人 
(13.0%) 

接客娯楽業 
539人 (8.2%) 

清掃・と畜業 
411人(6.2%) 

交通運輸業 
338人(5.1%) 

港湾荷役業 
26人 (0.4%) 

その他  
1509人 
(22.9%) 

死傷者
人

全産業
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図 工事種別の死亡者の推移
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３　事業規模別の災害発生状況

４　年齢階層別の災害発生状況

図 平成 年 規模別の死傷者図 平成 年 規模別の死亡者

事業場規模別の死亡者数は図 のとおり事業場規模 人未満が 人（ ％）、 ～ 人が 人（ ％）となっ

た。

事業場規模別の死傷者数は図 のとおり、 名未満の事業場が 人と最も多く建設業全体の ％を占め、次

いで事業場規模 ～ 人の 人（ ％）、 ～ 人の 人（ ％）の順であり、建設業の死傷災害全体の ％

が規模 人未満の事業場において発生している。平成 年の死亡災害 人については、図 のとおり事業場規模

人未満が 人（ ％）、 ～ 人が 人（ ％）となった。

年齢階層別の死亡者数は、図 のとおり 歳代の労働者が 人で 分 を占め、 歳代、 歳代、 歳代が各

人（各 ％）であった。

年齢階層別の死傷者数は、図 のとおり 歳代が 人と最も多く全体の約 分の 、 歳以上の 人、 歳代

の 人、 歳代の 人と続いている。

図 平成 年 年齢階層別の死亡者 図 平成 年 年齢階層別の死傷者

規模１～9
人, 5人 
(55.6%) 

規模10～
29人 
 2人 

(22.2%) 

規模30～
49人 
 1人 

(11.1%) 

規模100
人以上 

 1人 
(11.1%) 

建設業の

死亡者
人

規模１～9
人 

529人 
(64.4%) 

規模10～
29人 

 207人 
(25.2%) 

規模30～
49人 

54人(6.6%) 

規模50～
99人,23人 

(2.8%) 

規模100人
以上、7人 

(0.9%) 規模200人
以上 

 1人 (0.1%) 

建設業の

死傷者
人

20歳代 
 2人 

(22.2%) 

30歳代 
3人 

(33.3%) 

40歳代 
 2人 

(22.2%) 

50歳代 
2人 

(22.2%) 

建設業の

死亡者

人

20歳未満 
25人 

(3.0%) 

20歳代 
121人 

(14.7%) 

30歳代 
158人 

(19.2%) 

40歳代 
199人 

(24.2%) 

50歳代 
156人 

(19.0%) 

60歳以上 
162人 

(19.7%) 

建設業の

死傷者

人
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況

図 － 平成 年 経験年数別の死亡者

経験年数別の死亡者数は図 のとおりであり、平成 年においては、経験年数 年以上 年未満の者が 人で

％を占めていた。

死傷者数は、図 のとおり１ 年以上 年未満が 人と最も多く全体の を占めていた。また、図 のとお

り、平成 年も例年同様、 年以上のベテランの死傷者全体に占める割合が全体の半数以上を占めていた。

図 － 平成 年 経験年数別の死傷者

現場入場日数別の死亡災害発生状況は、図 のとおり入場 日目に 人 分の が亡くなっている。現場入場後

～ 日の死亡が 人であったので、入場１週間以内の死亡者数は 人（ ％ となった。

工事種別発生状況は、図 のとおりであり、現場入場後 日以上の建築工事の 人は、現場作業を終えて会社

指定の駐車場に戻る途中の交通事故である。

図 －１ 平成 年 現場入場日数別死亡者 図 － 平成 年 工事種別現場入場日数別死亡者
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図 － 経験年数別の死傷者推移
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別災害の死亡者数は、図 のとおり｢墜落、転落」が 人（ ％）を占めており最も多かった。

事故の型別災害の死傷者においても、図 のとおり「墜落、転落」が 人（ ％）と最も多く全体の約 分の を占め

ている。以下多い順から｢飛来・落下｣ 人（ ％）、「転倒」 人（ ％）、「はさまれ・巻き込まれ」 人（ ％）、｢切れ・こ

すれ｣ 人（ ％）、｢動作の反動・無理な動作｣ 人（ ％）、交通事故 人（ ％）であった。

なお、建設業における足場からの墜落防止措置を強化するため、平成 年 月 日付けで「足場からの墜落・転落災害

防止総合対策推進要綱」が改正され、さらに、平成 年 月 日に改正労働安全衛生規則が施行されたが、平成 年の

「墜落・転落」災害については、死亡者数が平成 年の 人より 人多い 人、また、死傷者数が平成 年の 人より 人少

ないという状況であったため、被災者数を減少させるためには、総合対策推進要綱及び改正安衛則による墜落・転落災害

防止措置を徹底をしていく必要がある。

図 平成 年 事故型別の死亡者 図 平成 年 事故型別の死傷者

図 平成 年 起因物別の死亡者 図 平成 年 起因物別の死傷者

起因物別の死亡者数は、事故の型別で「墜落・転落」災害が多いことにより、図 のとおり、｢仮設物、建築物、構築物

等」が 分の を占めていた。「墜落、転落」の場合の起因物となる足場、屋根、作業床等は｢仮設物、建築物、構築物等」の

分類に含まれる。

死傷者数においても、「墜落・転落」災害が多いことにより、起因物としても「仮設物、建築物、構築物等」が最も多く、

人で全体の ％を占めていた。 番目以降は「材料」 人（ ％）、「用具」 人（ ％）、「建設機械等」 人 ％ 、

「乗物」 人（ ％）の順であった 図 ）。脚立、はしご、ロープ等は「用具」の分類に含まれる。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況

図 木造家屋建築工事における死亡者数推移 （平成 年～平成 年）
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増加した。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況
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10　公共工事等における災害発生状況
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図 １ 公共工事等における死亡者数・比率

平成 年の建設業における死亡者 人のうち、公共工事等で発生したのは、 人（ ％）で、市発注の工

事であった。
公共工事等における死亡者数は、平成 年以降平成 ７年度まで、 人から 人の間で推移していたが、
平成 年は 人となった。

図 平成 年 発注者別死亡者

図 公共工事等における事故型別の死傷者
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

5年合計

建設業以外
建設業

12　熱中症災害発生状況

過去 年間の月別死亡災害発生状況（ 年間月別累計）は図 のとおりであり、 月 月、 月の気温による作業条

件が厳しい時期と 月に多く発生した。

図 月別の死亡災害発生状況（平成 年～平成 年（過去 年）の月別累計）

図 月別の死傷災害発生状況（平成 年～平成 年（過去 年）の月別累計）

過去 年間の月別死傷災害の発生状況（ 年間月別累計 は図 のとおりであり、 月と 月に多く発生した。
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図 平成 年～平成 年 熱中症災害発生状況 （年別死傷災害発生状況）
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過去 年間の建設業、建設業を除く全業種の死亡及び休業 日以上熱中症の発生状況は図 のとおりである。

熱中症による死亡災害については、平成 年以降において、平成 年に 人、 年に 人発生している。

平成 年の 人は建設業において発生したもので、解体作業に従事していた作業員が、昼休み前に気分が悪くなり

熱中症で死亡したもの。

厚生労働省は、災害防止団体とともに、熱中症予防の徹底を図ることを目的として、平成 年 月 日から 月 日ま

での期間を「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」を展開している。

人 

熱中症を予防するために

①冷房を備えた休憩場所、日陰など

の涼しい休憩場所を確保する。

②氷、冷たいおしぼりなどの身体を

適宜に冷やすことのできる物品や設

備を配置する。

③暑さ指数（ＷＢＧＴ値）を活用す

る。（ＷＢＧＴ値：温度、湿度、輻射熱

の３つを取り入れた指標）

④日常の体調管理を徹底し、脱水

症状を起こす誘因になりかねない作

業前日の夜遅くまでの深酒を避け、

作業に備えた十分な睡眠を確保す

る。

－8－
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2月

１6時頃

3月

13時頃

4月

10時頃

建築工事業
民　　間
１～９名

その他の建設
業

民　　間
１0～2９名

土木工事業
民　　間

１０～２９名

番号

発生月
業　　種

起 因 物

発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

（発生状況）
　上下水道の配管設置工事において、ドラグ・ショベル
による掘削作業中、１．５ｍの深さまで掘削を終え、掘
削溝内に土止め用鋼矢板を設置するために鋼矢板の上部
をドラグ・ショベルのバケットで押し込んでいたとこ
ろ、バケットが鋼矢板から外れて、掘削溝内で補助作業
を行っていた被災者に激突した。

（災害防止のポイント）
①ドラグ・ショベルと接触によるおそれのある作業、狭
隘な掘削溝内など接触による回避が困難な箇所での作業
を行わない作業方法に改めること。（土止め先行工法の
採用等）
②ドラグ・ショベルを運転中は、原則作業者の立入禁止
措置が図れるような作業計画を作成すること。
③ドラグ・ショベルの周囲にやむを得ず作業者等を立ち
入らせる場合は、誘導員を配置すること。

掘削用機械

激突され

送配電線

墜落、転落

足場

墜落、転落

発　生　状　況

災害防止のポイント

（発生状況）
　高さ５９．９ｍの送電線用鉄塔の骨組み部材を一部取
り替える作業において、鉄塔の横架材上を移動していた
被災者が高さ約２４．３ｍ地点から地上に墜落した。移
動時に安全帯のフックを掛けた別の横架材は取り替え予
定のもので、片側のボルトが外されて固定されていな
かったため、墜落時に当該箇所から安全帯のフックが外
れ、安全帯による墜落阻止措置ができなかった。

（災害防止のポイント）
①取り外す予定の部材には、テープ等で目印を付け、作
業者が安全帯のフックを掛けないようにする。
②取替え又は取替により影響がある部材は脱落等の危険
があるため、別途、作業者の移動範囲に合わせた親綱を
張り、安全帯のフックを掛けるようにする。
③鉄塔の内側部分に一定の高さごとに墜落防止用の水平
ネットを設ける。

（発生状況）
　RC４階建て共同住宅の改修工事において、荷を屋上に
揚げるため外部足場に設置したウインチを移設する作業
をしていた際、屋上への荷取入れ口（足場の手すりを取
り外してできた足場外側の開口部）から、１１．２ｍ下
の地面に墜落した。墜落時、被災者は保護帽、安全帯は
着用していなかった。

（災害防止のポイント）
①資材の荷揚げ、荷下ろし作業を安全に行うため、エレ
ベーターや移動式クレーンを使用し、作業者の墜落の危
険を少なくすること。
②巻上装置の荷取入れ口の開口部に設置する墜落防止設
備（手すり等）は、荷取入れ作業中以外外さないこと。
③作業者に対し、保護帽及び安全帯の着用を徹底し、墜
落の危険がある作業では安全帯の使用を徹底すること。

平成 年における建設業の死亡災害の概要

－9－
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4月

10時頃

6月

20時頃

7月

21時頃

番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

建築工事業
民　間

10～29名

乗用車、バス、バイ
ク

交通事故（道路）

（発生状況）
　現場作業を終え、社用車に３人が同乗して会社指定の
駐車場に戻る途中、自動車専用道路を走行中に左前輪の
タイヤがパンクしたため路側帯に駐車し、被災者が右後
輪に輪留め作業をしていたところ、後方から来た乗用車
にひかれた。乗用車の運転者の前方不注意が原因と思わ
れる。

 (災害防止のポイント）
　高速道路等危険な箇所では、なるべく、ロードサービ
ス業者を手配し、業者が来て作業を終了するまでの間安
全なところで退避すること。

その他の建設
業

民　　間
１～９名

クレーン

はさまれ、巻き込ま
れ

（発生状況）
　スタッカークレーンのケーブル取替工事において被災
者が上から垂らされるケーブルの長さを確認する作業
中、他の作業者がクレーンを約１ｍ前進させたときに、
クレーン制御盤と柱とのすき間に挟まれた。

（災害防止のポイント）
①スタッカークレーンに接触するおそれのある走行等範囲
に関係労働者の立入り（体の一部を含む）を禁止するこ
と。
②作業の必要上、上記①の範囲内で労働者に作業を行わせ
る場合は、クレーンが不意に起動することによる危険を防
止するため、クレーンの運転を禁止するとともに、運転を
禁止する旨の表示をすること。
③クレーンの点検等においてクレーンを操作する場合、作
業指揮者を定め作業指揮させ、かつ、点検等の作業に従事
する労働者とクレーン運転者との間の連絡及び合図の方法
を定め、当該方法により連絡及び合図を行わせること。

建築工事業
民　間

１～９名

足場

墜落、転落

（発生状況）
　木造２階建てのリフォーム工事において、足場の組立
作業中、地上２層目の手すりを取り付けていたところ、
約４ｍの高さから墜落した。
　墜落時、被災者は安全帯を着用していたが使用してい
なかった。

（災害防止のポイント）
①手すり等設置のため足場上を移動するときの墜落防止
措置として、安全帯のフックを掛けるための親綱を張る
こと。
②親綱を張るまでの間においては、安全帯のフックを掛
ける十分な強度のある足場の部材を先行して組み立て、
その部材に安全帯を掛けること。

－10ー
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4月

10時頃

6月

20時頃

7月

21時頃

番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

建築工事業
民　間

10～29名

乗用車、バス、バイ
ク

交通事故（道路）

（発生状況）
　現場作業を終え、社用車に３人が同乗して会社指定の
駐車場に戻る途中、自動車専用道路を走行中に左前輪の
タイヤがパンクしたため路側帯に駐車し、被災者が右後
輪に輪留め作業をしていたところ、後方から来た乗用車
にひかれた。乗用車の運転者の前方不注意が原因と思わ
れる。

 (災害防止のポイント）
　高速道路等危険な箇所では、なるべく、ロードサービ
ス業者を手配し、業者が来て作業を終了するまでの間安
全なところで退避すること。

その他の建設
業

民　　間
１～９名

クレーン

はさまれ、巻き込ま
れ

（発生状況）
　スタッカークレーンのケーブル取替工事において被災
者が上から垂らされるケーブルの長さを確認する作業
中、他の作業者がクレーンを約１ｍ前進させたときに、
クレーン制御盤と柱とのすき間に挟まれた。

（災害防止のポイント）
①スタッカークレーンに接触するおそれのある走行等範囲
に関係労働者の立入り（体の一部を含む）を禁止するこ
と。
②作業の必要上、上記①の範囲内で労働者に作業を行わせ
る場合は、クレーンが不意に起動することによる危険を防
止するため、クレーンの運転を禁止するとともに、運転を
禁止する旨の表示をすること。
③クレーンの点検等においてクレーンを操作する場合、作
業指揮者を定め作業指揮させ、かつ、点検等の作業に従事
する労働者とクレーン運転者との間の連絡及び合図の方法
を定め、当該方法により連絡及び合図を行わせること。

建築工事業
民　間

１～９名

足場

墜落、転落

（発生状況）
　木造２階建てのリフォーム工事において、足場の組立
作業中、地上２層目の手すりを取り付けていたところ、
約４ｍの高さから墜落した。
　墜落時、被災者は安全帯を着用していたが使用してい
なかった。

（災害防止のポイント）
①手すり等設置のため足場上を移動するときの墜落防止
措置として、安全帯のフックを掛けるための親綱を張る
こと。
②親綱を張るまでの間においては、安全帯のフックを掛
ける十分な強度のある足場の部材を先行して組み立て、
その部材に安全帯を掛けること。

－10ー

10月

15時頃

10月

19時頃

11月

8時頃

番号

発生月
業　　種

起 因 物 発　生　状　況

災害防止のポイント
発注関係

発生時刻
事業場規模 事故の型

その他の建設
業

民　　間
１０～２９名

フォークリフト

墜落・転落

（発生状況）
　客先の工場設備の機械更新工事において、当日の作業
を終えて退出する際に、客先工場のシャッターが閉まら
なくなったため、パレット６枚を積み重ねた（高さ８６
ｃｍ）上に作業者２名を乗せ、フォークリフトを使用し
て高さ約３．５ｍに上昇させシャッターの修理を行って
いたところ、１人が床面に墜落した。

（災害防止のポイント）
①フォークリフトの運転席以外の箇所に作業者を乗せな
いこと。
②フォークリフトを作業者の昇降、パレットを作業床と
した作業者の高所作業等、主たる用途以外に使用しない
こと。当該作業については、高所作業車を使用するこ
と。

その他の建設
業

民　　間
１０～２９名

屋根、はり、もや、け
た、合掌

墜落、転落

（発生状況）
　被災者は２階建の建物の屋根に上がって太陽光パネル
を設置作業中、約７ｍ下の舗装された駐車場に墜落し、
搬送先の病院で２日後に死亡した。
被災者は安全帯を着用していたが、安全帯のフックを掛
ける親綱等は屋根上に張っていなかった。

（災害防止のポイント）
　親綱及び親綱の附属設備を屋根上に設置し、作業者は
安全帯のフックを親綱等に掛けた上で作業をすることを
徹底すること。

「－足場の設置が困難な屋根上作業－墜落防止のための安全設
備設置の作業標準マニュアル」参照

土木工事業
公共

１～９名

移動式クレーン

激突され

〈発生状況〉
　車両積載型トラッククレーンの荷台から、刈り取った草を集め
る作業を行うための建設機械を当該クレーンを旋回させてフェン
ス外側に降ろしている時に、トラッククレーンが右側に横転し、
当該クレーンの操作をしていた作業者がトラックに激突されてト
ラックの下敷きになった。吊っていた建設機械は川に転落した。

（災害防止のポイント）
①発注者は、フェンス外側で建設機械を使用する場合は、川への
建設機械の転落防止措置がない状態での作業となるため、フェン
ス外側の草を集める作業は人力で行うものを想定していた。施工
業者は安全な作業計画を作成し、具体的な作業方法等は発注者に
予め通知すること。
②施工業者が車両積載型トラッククレーンを用いて建設機械を降
ろす場合、作業方法、アウトリガーの最大張出し等、転倒防止に
ついて十分検討すること。※ジブを有するクレーンの特性とし
て、つり荷の動揺により定格荷重を超えた状態となること、転倒
により危険を及ぼす位置でのクレーンの操作は行わないこと。
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１４ 第12次労働災害防止計画の概要 

（解説補足） 
1 使用者は、労働契約に基づく賃金支払義務を負うほか、労働契約に特段の規定がなくとも、付随的義務として

当然に安全配慮義務を負うことを規定したものです。 
2 労働契約法の安全配慮義務の「生命、身体等の安全」とは心身の健康も含まれます。 
3 「必要な配慮」とは、労働安全衛生関係法令で最低限遵守しなければならない事項は当然に守ってい  ただい
た上、加えて、労働者の職種、労務内容、労務提供場所等の具体的な状況に応じて必要な配慮 をすることが求
められるものです。 

１５ 労働契約法で規定する安全配慮義務 
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１４ 第12次労働災害防止計画の概要 

（解説補足） 
1 使用者は、労働契約に基づく賃金支払義務を負うほか、労働契約に特段の規定がなくとも、付随的義務として

当然に安全配慮義務を負うことを規定したものです。 
2 労働契約法の安全配慮義務の「生命、身体等の安全」とは心身の健康も含まれます。 
3 「必要な配慮」とは、労働安全衛生関係法令で最低限遵守しなければならない事項は当然に守ってい  ただい
た上、加えて、労働者の職種、労務内容、労務提供場所等の具体的な状況に応じて必要な配慮 をすることが求
められるものです。 

１５ 労働契約法で規定する安全配慮義務 

-12－

１６ 建設業の交通労働災害の防止対策
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（厚生労働省のパンフレットからの抜粋） 
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（厚生労働省のパンフレットからの抜粋） 
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（厚生労働省のパンフレットからの抜粋） 
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